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論 文 内 容 の 要 旨 
宮崎市定（1901-1995）の中国史学を研究対象とする本論文は、序論、本論（七章）、補
論および結論から構成されている。 
第一章「宮崎市定の青壮年期の経歴とその影響」においては、松本高校・京都大学在学、
六高・三高教授担任、第一次上海事変時の出征、京都大学奉職、二年間のフランス留学と
期間中の西アジア大旅行など 1940 年までの宮崎の主要な学歴、職歴と経験、および大正期、
昭和戦前期の時代精神と学界動向が彼の学問思想の形成に与えた影響を考察した。 
第二章「宮崎市定の中国史における二元対立論」では、宮崎『東洋における素朴主義の
民族と文明主義の社会』（1940）における二元対立論の構造を分析し、桓寛（『塩鉄論』に
おける「奢侈」と「不足」）、白鳥庫吉（漢民族と塞外民族との南北対立説）、内藤湖南
（モンゴル帝国と清朝を事例に、中心部民族の文明「中毒」と周辺部民族の侵入・征服に
よる「解毒」と「再生」と説く『新支那論』）、イブン・ハルドゥーン（社会集団として
の「田舎（＝砂漠）の民」と「都会の民」の様々な違いを詳説する氏の『歴史序説』をフ
ランス留学中に入手）などの二元対立論への継承関係を探った。 
第三章「宮崎の中国史認識における視座の転換」においては、宮崎は、文明圏間の交渉
史の研究を推進し中国史を相対化するため、師の桑原隲蔵を含め諸先達が定義した中国中
心・東アジア中心の「東洋史」範囲を超え、広域の文明史と「多元的要素の間の関係史」
としてのアジア史ないし世界史の文脈で東洋史を位置づけ、西アジア史の重要性やアジア
史と世界史との同質性などを強調した、としている。 
第四章「宮崎の中国古代都市国家論と世界史構想」では、京都大学の西洋史学（坂口昂
『世界における希臘文明の潮流』）や西アジア史学（中原与茂九郎の関連論文）の影響を
受けた宮崎は、都市国家から領土国家を経て統一の大帝国を形成していくというパラレル
な中国古代史像を提示し、世界史における地域的発展コースの共通性を主張した。そこに
は、マルクス主義の唯物史観による社会発展段階論に対抗する意図もあったと指摘した。 
第五章「宮崎市定の世界史構想―その構造と本質」においては、戦時中の京都大学で「近
世東西交渉史」や「西亜細亜史概説」の授業を開設し、宋代近世説を跡付ける「東洋のル
ネッサスと西洋のルネッサス」を発表し、「近代（＝西洋）超克」や世界史・世界秩序に
関する座談会にも加わった宮崎は、比較史の方法を用いて西アジア・東アジア・ヨーロッ
パという世界の主要三地域の共時性を持たない平行現象を追究すると同時に、「先進」地
域が「後進」地域を刺激・指導し、「後進」地域はその刺激を受け更なる高度な文化文明
を成し遂げていくという、主役の順次交代の世界史像（ある意味で一種の「強国中心」史
観ともいえる）を構想した、と論じた。 
第六章「宮崎の世界史構想と中国史像」では、中国革命をはじめとするアジア民族独立
運動の勃興や米軍占領下の従属地位に対する民族的危機意識の高揚といった戦後初期の内
外情勢の影響を受け、宮崎はナショナリズムの概念、文化伝播理論および東西交通史の研
究成果などを取り入れ、主に文化史的見地に基づいたその時代区分論を補強し、『アジヤ
史概説』や『東洋的近世』などを撰したとし、そこには、その進化した世界史観による研
究で得た新しい中国史像の諸特徴がはっきり現れている、とした。 
第七章「宮崎市定の中国史─景気史観と時代区分論の実質」においては、中国社会経済
史に一貫して関心をもち個別の事例研究も試みた宮崎が、戦後日本経済の急速的成長がも
たらした日本社会への諸影響より刺激を受け、フランスの唐代経済史家パラーシュ氏やハ
ーバード大学の中国貨幣経済史家楊聯陞氏との交流の中で、従来の文化史観に経済財政的
要素を加味する「景気史観」を形成したことや、その「景気史観」によって再構成された
中国史像および産業革命以降の「最近世」（中国の場合は辛亥革命以降）をも視野に入れ
た新しい時代区分論などを検討した。 
補論「宮崎市定と『大東亜史概説』」において、宮崎の参加した戦時中の日本政府の修
史事業（『大東亜史概説』の編成）がそのアジア史認識に与えた影響があるとしている。 
結論として、宮崎の中国史研究に以下のような諸特徴があると考えられる。第一、一国
史の枠組みを超えたアジア史・世界史の立場で中国史を把握すること。ある意味で、これ
は西洋中心主義と近代主義への同調というその立場の表れでもあり、王朝交替史になりが
ちの中国史を、各民族を平等に扱う東洋史に変える意図もある。第二、通史という長いス
パンで歴史を捉えること。宋代の研究から出発した宮崎の中国史研究は、上代から明清時
代にかけての通史的考察を行っている。第三、欧米の中国学、とくにフランスのシノロジ
ーとアメリカの中国研究に関心を持つこと。フランス留学やアメリカ訪問はそのきっかけ
を作ったと見られる。第四、常に日本の歴史を念頭におき、日本と中国の比較を行うこと。
その背後には、日本と日本文化の歴史的位置づけへの強い関心がある。第五、国内外の政
治・経済の動向につねに関心を払い、学説の不断な更新を図ることなどをあげている。 
 以上が、本論文の要旨である。  
 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
戦後日本の代表的東洋史学者、宮崎市定の中国史学を研究する本論文は、宮崎のアジア
史・世界史概観がいかにして形成され進化していたのか、またその更新を重ねる概観はい
かにして彼の中国史像に変化をもたらし続けていたのか、という明確な問題意識のもとで
の初歩的検討の成果であり、宮崎史学の理解に一つの試論を提示したことは評価できるで
あろう。 
しかし、宮崎がよくアジア史・世界史の輪郭について構想を練っているとはいえ、彼は
第一義的に中国史の研究者・著述者でありアジア史・世界史の研究者・著述者ではなかっ
たということは、論述の際にまず押さえておくべき基本的事実である。 
そして、近代日本の東洋史研究に関する評価に様々な矛盾や対立の意見が存在している
ため、その全体を把握し、個々の論調や論点について十分に吟味したうえで引用すべきで
ある。例えば、第三章に「戦前の東洋史研究は、日本のアジアへの軍事行動の拡大に従っ
て、その研究の範囲が中国中心からアジア全域までに広がっていくのみならず、日本の侵
略活動と結びついて研究を進めたという特徴も見過ごせないものである」という論述があ
るが、それは、東洋史の性格規定を単純化しただけでなく、近代日本の有り方と営みの全
般をただ単に「軍事行動」や「侵略活動」として片付けてしまい、そこには、近代的自然
探検、経済活動および文化事業などが全然見えてこないという偏った見方を鵜呑みにした。 
また、第七章に「景気史観」の関連で「1960 年に日本にはいった、米ソ対抗の現実を背
景としてアメリカに生まれた近代化論からの影響が、宮崎の中国史の論述にも見られる」
としているが、「近代化論」の形成要因の一つとして、当時中国の提唱する「暴力革命路線」
に対し、明治維新という「改革改良」の手本を第三世界の国々に提示しようとしたＥ・Ｏ・
ライシャワー駐日米国大使の狙いもあったことを見落としている。 
さらに、内藤湖南の「文化中心移動説」を形成したヒントは、王朝交替を象徴する首都
転移という中国史上の頻発現象の根本原因を説明しようとした清朝の考証史学者趙翼の
「長安地気」説から得たという経緯を把握していないため、論述の際に的確な援引ができ
なかった。また、宮崎の実証主義的「歴史発展コース」論と同時代のマルクス主義の「唯
物史観」における「社会発展段階論」との対立に触れてはいるが、具体的な事実関係を挙
げていない。 
このように呂超氏提出の博士論文には幾つかの解決すべき問題が残されてはいる。とく
に理論的修養の不足に由来する欠点については、論文提出者の今後の更なる努力を通じて
改善されることを期待したい。 
しかし、宮崎史学の関連文献について広く収集・解読した努力と、宮崎『東洋における
素朴主義の民族と文明主義の社会』における二元対立論の主な理論的淵源がイブン・ハル
ドゥーン『歴史序説』にあったこと、宮崎のアジア史像および主役の順次交代の世界史像
に内藤湖南「文化中心移動説」が適用された形跡があったことなど、これまでに無い傾聴
すべき重要な見解を示したことについては評価に値する。 
 よって、本論文は博士論文として価値あるものと認める。 
